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２．研究成果 

２.１ 高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発 

(1) 業務の内容 

(a) 業務題目 「高精度な３Ｄ構造モデルに基づく自動震源決定システムの開発」 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 グループリーダー 

副主任研究員 

特任研究員 

臨時研究補助員 

グループリーダー 

副主任研究員 

副主任研究員 

副主任研究員 

副主任研究員 

研究員 

ポスドク研究員 

招聘主任研究員 

藤江  剛 

仲西 理子 

Xin Liu 

田中 恵介 

尾鼻 浩一郎 

中村 恭之 

利根川 貴志 

新井 隆太 

白石 和也 

山本 揚二朗 

Yanfang Qin 

山下 幹也 

国立研究開発法人防災科学技術研究所 副部門長 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主任研究員 

主幹研究員 

特別研究員 

汐見 勝彦 

浅野 陽一 

植平 賢司 

木村 武志 

松原  誠 

田中 佐千子 

松澤 孝紀 

武田 哲也 

三好 崇之 

関口 渉次 

 

(c) 業務の目的 

三次元地震波速度構造（３Ｄ構造）モデルならびに海陸の観測データを用いた自動震

源決定システムを構築し、南海トラフ及びその周辺の地震活動の現状を即時的に把握出

来るようにすることを目的とする。３Ｄ構造モデルの構築にあたっては、様々な既往研

究成果や最新の地下構造研究成果を取り入れることで、既に構築済みのＰ波速度３Ｄ地

下構造モデルを高精細化するとともに、Ｓ波速度や密度等を含めたマルチパラメータ化

を行う。また、海底に設置された常設地震観測点直下の堆積層構造を詳細に評価し、震

源決定の高度化に資する観測点補正値を求め、３Ｄ構造モデルに反映する。構築した３

Ｄ構造モデルを自動震源決定システムに適宜採用することで、過去及び現在の地震活動

を適切に把握する。構築した３Ｄ構造モデルは、本プロジェクトにおける基本モデルと
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して、他の研究課題と共有する。 

 

(d) ５か年の年次実施計画 

1) 令和２年度： 

熊野灘海域の速度構造モデルの更新の仕組みの構築及び DONET 観測点の観測点補正

値推定方法の検討を進めた。３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システム構築に向

け、既存モデルを用いた震源計算システムを整備した。 

2) 令和３年度： 

熊野灘周辺の海陸統合３Ｄ構造モデルを構築するとともに、自動震源決定システム

に新しい３Ｄ構造モデルを反映する仕組みを構築する。ここまで構築した３Ｄ構造モ

デルについて、サブ課題１「地殻活動情報創成研究」内で共有するとともに、他のサ

ブ課題との共有について議論を開始する。自動震源決定システムの動作評価を進める

とともに、同システムを用いて過去に発生した地震の震源再決定を行う。 

3) 令和４年度： 

熊野灘周辺の３Ｄ構造モデルの検証や更新を実施しつつ、解析対象を紀伊水道域へ

拡張するとともに、観測点補正値を３Ｄ構造モデルに反映する。熊野灘周辺の３Ｄ構

造モデルを自動震源決定システムに反映させるとともに、構築した震源カタログに基

づいて地震発生層の評価手法の検討を行う。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデル

について、新たに構築したモデルへの更新を行う。 

4) 令和５年度： 

３Ｄ構造モデルの構築対象領域を四国沖へ拡張するとともに、観測データを用いた

モデルの検証や改善を進める。構築した震源カタログに基づき、地震発生層の評価や

地震活動解析手法の確立を進める。他の研究課題と共有した３Ｄ構造モデルについて、

新たに構築したモデルへの更新を行う。 

5) 令和６年度： 

前年度までに構築した３Ｄ構造モデルの検証や更新を実施しつつ、堆積層構造解析

結果のモデルへの反映、東海沖及び日向灘沖への対象領域の拡張を行う。モデルの誤

差評価手法を開発する。前年度までに得られたモデルを自動震源決定システムに反映

させるとともに、地震活動を可視化して表現するシステムを構築する。他の研究課題

と共有した３Ｄ構造モデルについて、新たに構築したモデルへの更新を行う。 

 

(e) 令和２年度業務目的 

DONET が設置されている熊野灘周辺の３Ｄ構造モデルを高精細化するため、最新の地

下構造研究成果の収集とともに、構造モデル更新の仕組みの構築とマルチパラメータ化

の手法・方針の検討を行う。観測点補正値を求めるため、構造探査データを用いた DONET

観測点直下の堆積層構造推定方法の検討を進める。３Ｄ構造モデルを用いた震源計算の

効果を調査するため、既存３Ｄ構造モデルを用いた準リアルタイム自動震源決定システ

ムを構築し、震源計算結果及び計算時間等の評価を行う。 
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(2) 令和２年度の成果 

①過去の探査や基盤観測データに基づく３Ｄ構造モデルの構築と検証 

(a) 業務の要約 

南海トラフ域３Ｄ構造モデルの高精細化のため、熊野灘海域を中心に、既存及び新た

に発表された成果に基づく速度構造情報を収集した。加えて、新たに反映させる成果を

取り入れると的確に３Ｄ構造モデルが更新される仕組みの構築を進めた。モデルのマル

チパラメータ化のため、既存の研究成果や経験的関係式について情報収集・整理し、モ

デル構築の手法・方針について検討を進めた。新たなマルチパラメータ構造推定手法の

検討としては、震源決定の高精度化に重要な観測点補正値を求めるため、潮岬付近の

DONET 観測点をモデルケースとして、構造探査データを用いた観測点直下の堆積層構造

推定を試みた。 

 

(b) 業務の成果 

1) 既存・新規観測研究成果の収集 

南海トラフにおける既存の３Ｄ構造モデルとしては、先行の「東海・東南海・南海

地震の連動性評価プロジェクト」1)で実施された主に屈折法地震探査の成果に基づき、

「南海トラフ広域地震防災研究プロジェクト」2)で取りまとめられたプレート形状を

含むＰ波速度構造モデル 3)や「海域における断層情報総合評価プロジェクト」4)で実

施された反射法地震探査の成果も考慮したＰ波速度構造モデルが報告されている。ま

ず、これらの個別に進められた各プロジェクトの成果と使用された構造情報を整理し、

統合するための準備を進めた。さらに、これらのモデルにまだ取り入れられていない

既存の調査観測研究の成果や今年度新たに発表された研究成果について、熊野灘海域

を中心に収集した。具体的には、図２－１－①－１に示す反射法地震探査に基づくプ

レート形状 5),6)や屈折法地震探査による最新のＰ波速度構造 7)、地震観測データに基

づく紀伊半島沖の深部構造トモグラフィによるＰ波・Ｓ波速度構造 8)、DONET 観測点

直下の１次元Ｓ波速度構造 9)である。 
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図２－１－①－１ ３Ｄ構造モデルに取り入れるために収集した調査観測研究に基づく成

果 

2) 構造モデル作成・更新の仕組みの構築とマルチパラメータ化の手法・方針の検討 

南海トラフにおける既存の３Ｄ構造モデルは、上述の通り、それぞれ異なる入力デ

ータ、方針で構築されてきた。本プロジェクトでは、それらを統合し、さらにこれら

のモデルにはまだ反映されていない成果を取り入れて、一つの３Ｄ構造モデルとして

取りまとめる計画である。そこで、今年度は、既存情報の収集に加え、新たな成果を

取り入れると的確にモデルが更新される仕組みの構築を進めた。具体的には、３Ｄ構

造を図２－１－①－２に示すような構造区分（堆積層、付加体、陸側地殻、沈み込む

海洋地殻等）で取り扱う。それぞれの構造区分の境界となる境界面は、調査研究の成

果に基づき作成する。多くの２次元断面上の情報から成る調査研究の成果に基づき、

構造区分ごとに適切な条件を設定して補間する方針で、モデル構築とモデル更新を可

能とする仕組みを、Schlumberger 社製の地震探査データ等解析・可視化ソフトウエア

である Petrel などを用いて整備した。 

さらに、モデルのマルチパラメータ化のためには、Ｓ波速度、密度などの情報も必

要である。しかし、海域の調査観測研究から現時点で得られている推定結果は非常に

限られている。本プロジェクトでは、まず、Ｐ波速度とその他の物理パラメータとの

経験的関係式を用いて、Ｐ波速度構造モデルをマルチパラメータモデルに変換し、そ

の上で、調査観測研究の成果が存在する地点のパラメータ値と比較し、調整してマル

チパラメータ化を進めていく方針で検討した。今年度は、Ｐ波速度からＳ波速度及び

密度を導出する経験的な関係式について既存の研究成果 10)～17)を中心に情報収集し、

図２－１－①－３のように整理した。これらの関係式をモデル構築に導入できるよう

Petrel を用いた作業環境の整備を進めた。 
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図２－１－①－２ モデル構築の方針を示す構造区分の模式図および実際に構築した地層

境界面 

 

 

図２－１－①－３ 既存の成果に基づき整理したＰ波速度とＳ波速度及び密度との経験的

な関係 
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3) 浅部堆積層構造の推定方法の検討 

震源決定の高精度化に重要な観測点補正値を求めるため、構造探査データを用いた

DONET 観測点直下の堆積層内のＰ波及びＳ波速度構造推定方法について、その有効性

や限界、最適な適用方法などについて検討を進めた。 

採用したＳ波速度の推定方法は、人工振源から出たＰ波が観測点直下付近でＳ波に

変換したフェーズを用いて PS 変換面をイメージングした上で、反射法地震探査のイメ

ージング結果であるＰ波地震波反射断面に基づき変換面深度及びその付近のＰ波速度

を同定することで、変換面より浅い部分のＳ波速度を見積もるというものである。こ

の方法の適用には、DONET 観測点周辺で反射法地震探査を実施する必要がある。潮岬

沖では、2018 年、海洋研究開発機構の調査船「かいめい」が大容量エアガン・アレー

（総容量 10,600 inch3）と６㎞のストリーマーケーブルを用いて集中的な反射法地震

構造探査を実施しており、本手法の検討の場として理想的な条件にある。そこで、令

和２年度は潮岬沖の DONET 観測点をモデルケースとして、本解析手法の最適化や限界

などを評価した。 

エアガン信号を用いて抽出した PS 変換面の時間深度イメージ（レシーバー関数解析

結果）の一例を図２－１－①－４に示す。ここでは約 0.89 秒にコヒーレントな PS 変

換面が確認できる。近傍の反射断面ではいくつかのＰ波反射面が識別できるが、その

振幅を基準に観測点下の深さ 490ｍ（往復走時 0.27 秒）に位置する反射面が PS 変換

面だと想定すると、海底面と変換面の間の堆積層の平均Ｐ波速度は反射法解析結果か

ら 1.81 km/s、Ｓ波速度は 0.42 km/s と見積られる。この見積もりは、レシーバー関

数の品質と PS 変換面に対応するＰ波反射面の同定結果によって大きく変化し得る。 
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図２－１－①－４ DONET 観測点直下の地震波速度構造の推定の試み。（左上）記録を使用

した DONET 観測点と構造探査測線の配置。（左下）反射法地震探査記録断面。（右上）DONET

観測点で得られた構造探査測線上のエアガンショット記録。オレンジ線は上下動成分で確

認できる初動の周辺に引いた補助線であり、水平動の主な振幅が有意に遅れて到着してい

ることが分かる。（右下）DONET 観測点の上下、水平成分に基づくレシーバー関数。 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ域３Ｄ構造モデルの高精細化のため、熊野灘海域を中心に、既存及び新た

に発表された成果に基づく速度構造情報を収集した。収集した速度構造情報は、それぞ

れ異なる調査目的、観測仕様で得られた成果で、扱うスケールや領域に違いがある。異

なる分解能を持つ入力データが分散して存在する問題の取り扱いは、信頼性や誤差の評

価とも関係する課題である。また、新たに反映させる成果を取り入れると的確に３Ｄ構

造モデルが更新される仕組みの構築を進めたが、実際にモデル構築を進めながら、必要

に応じて手法や方針を修正してく必要があると考えられる。特に、モデルのマルチパラ

メータ化のため、様々な海域における既存研究成果に基づきＰ波速度から他のパラメー

タに変換する経験的関係式を整理したが、現時点でのＰ波速度を基準とした単純な整理

であっても、複数の関係式を滑らかに統合することは困難である上、関係式によって導

出されたＳ波速度や密度と調査観測研究に基づく成果との比較も単純に整合しないこ

とが予想される。さらに、他海域や実験研究に基づく経験式が南海トラフの実データに

どこまで適用可能かについても検証が必要である。今後は、関係式からの推定値と調査

研究成果の比較を進めつつ、Ｐ波速度構造モデルの構築時と同様に、構造区分ごとに適

切な条件を調整、設定しながら進めることで、変換式の高精度化とモデル構築の実現を

目指す。新たなマルチパラメータ構造推定手法の検討としては、DONET 観測点で収録さ
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れた構造探査データを用いた観測点直下の堆積層構造推定を試みたが、DONET 観測点の

水平成分の方位の補正など基本的なデータ処理を施す必要がある。さらに、観測点の南

北によって波形データの見え方が異なるなど、複雑な構造が想像されるケースについて

の対応方法も検討する必要がある。変換面が複数観測される場合などは特に、反射断面

で見られる構造境界と変換面の紐づけ作業（同定作業）はレシーバー関数解析と反射法

データのみでは難しいため、近傍の屈折法データ解析結果などと合わせた解釈（同定）

を進めていかねばならないだろう。 
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②３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの構築 

(a) 業務の要約 

南海トラフ及びその周辺域で発生する地震の活動状況を逐次的かつ適確に把握する

ことを目的として、３Ｄ構造モデルならびに海陸の地震観測データを用いた自動震源決

定システムの構築に着手した。今年度は、防災科学技術研究所（防災科研）が運用する

高感度地震観測網（防災科研 Hi-net）にて自動的に求められた震源情報を初期震源とし

て受信し、アルゴリズムや計算パラメータの異なる複数のサブシステムで震源位置を推

定する仕組みを構築した。解析により求まった震源情報はリレーショナルデータベース

（RDB）に保存する仕組みとした。この RDB には、１Ｄ構造モデルによって求められた

震源カタログ等も参照用として保存することにより、本研究で構築するシステムの震源

計算結果の評価やカタログ活用の利便性向上を図った。 

 

(b) 業務の成果 

西南日本下には南海トラフからフィリピン海プレートが沈み込んでおり、フィリピン

海プレートと陸側プレートとの境界部を震源とする巨大地震の発生が危惧されている 1)。

この地震の想定震源域はほぼ海域に位置する。海域ではフィリピン海プレートが比較的

浅部に位置するだけでなく、陸域に向かって次第に深くなる傾向にあること、当該海域

下において複雑に湾曲していることが知られている 2), 3)。このような複雑な地下構造が

想定される場合、従来のような１Ｄ構造モデルを用いた震源位置の推定では大きな誤差

が生じうる。例えば、2016 年４月１日に三重県南東沖で発生したマグニチュード（M）

6.5 の地震の場合、気象庁によって１Ｄ構造モデルを用いて決められた震源の深さは

28.7 km であった 4)。これまでに提唱されているフィリピン海プレートモデルでは、こ

の地震の震央付近のフィリピン海プレート上面深さは 10 km 付近である 2), 3)。したがっ

て、求められた震源深さからは、この地震はフィリピン海プレート内で発生した地震で

ある可能性を示唆する。しかし、より詳細な地下構造を用いて震源決定を行った結果、

フィリピン海プレート上面付近の深さに震源が決まる 5),6)。前述の通り、南海トラフ周

辺の海域ではフィリピン海プレートが地下浅部に位置する。このため、陸域を対象とし

た震源決定で用いられている１Ｄ構造モデルでの想定よりも有意に浅い場所に高速度

なマントル物質が存在している。海域の海洋モホ面以浅で地震が発生すると、海洋モホ

面に沿うヘッドウェーブとして速い見かけ速度で地震波が伝わる。１Ｄ構造モデルを用

いた震源決定でこのような地震波伝播の特徴を説明するためには、陸域でより深くに設

定されているモホ面近く、すなわち実際よりも震源を深く決め易くなる傾向がある 7)。 

近年、地震活動状況を把握するための指標として、グーテンベルグ・リヒター則のｂ

値の時空間変化が着目されている。ただし、ｂ値には震源深さ依存性 8)やメカニズム解

依存性 9)がある。ｂ値の変化として地震活動の特徴を適切に捉えるためには、地震の発

生層、すなわち陸側プレート内、プレート境界付近、スラブ内のどこで発生した地震か

を的確に把握し、地震活動を正しく分類した上で評価することが重要となる。 

今年度は、より現実に即した３Ｄ構造モデルを用いた震源決定を実施するためのシス

テムの根幹部の整備とデータ利用環境の構築を行った。高精細かつ高分解能なモデルを

震源決定に用いる場合、計算機上に膨大な記憶領域を確保しなくてはならないだけでな
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く、相応の計算コストが必要となる可能性がある。また、複雑な地下構造を導入すると、

理論的な波線計算が収束せず、震源決定が不安定になることが危惧される。システム構

築にあたっては、既存の３Ｄ構造モデルを用いた震源決定アルゴリズムの調査と収集を

実施するとともに、自動処理実現に向けた計算速度、計算の安定性の評価を実施する。

評価に当たっては、一定の期間のデータを様々なアルゴリズムや計算パラメータで計算

し、比較検討をする。大量のデータを効率的に管理するため、計算結果は全て RDB に保

存し、必要な情報の検索や抽出を高速に実現できるようにした。 

 

1) ３Ｄ構造モデルを用いた震源決定アルゴリズムの収集と実装 

南海トラフ及びその周辺域を対象とした自動震源決定を実現するため、既に稼働実

績を有する３Ｄ構造モデルを用いた震源決定方法の調査を行うとともに、そのプログ

ラムを収集、実装した。 

防災科研では、防災科研 Hi-net をはじめとする日本全国の高感度地震計による観測

波形データと１Ｄ構造モデルを用いた震源カタログ構築を行うため、Ｐ波及びＳ波の

到着時刻を自動あるいは手動で検測している。この検測値データを用いた地震波走時

トモグラフィ解析により、日本周辺海域を含めた３Ｄ構造モデルが構築・提案されて

いる 10)。詳細な震源分布を利用する際には、都度、この３Ｄ構造モデルを用いて震源

位置の再決定を実施しており、その成果は活断層地域評価のための基礎資料等として

活用されている 11)～14)。地震の震源位置は、与えた構造モデルに対し、震源－観測点

間を接続する波線経路とその間を地震波が伝播するために要する理論的な時間（走時）

を計算するための波線追跡（Ray Tracing）を行い、この理論走時と観測走時との差が

最小となる場所を探索することで推定される。防災科研では、３Ｄ構造モデルに対し

て、pseudo-bending 法 15)により波線経路ならびに走時の計算を逐次行っている。この

方法は、波線追跡を逐次実施する方法であることから、RT 法と呼ぶこととする。なお、

最終的な震源位置を得るためには、多くの波線を計算する必要がある。震源位置の推

定に要する計算時間を短縮するために、RT 法では、波線経路の計算を並列化して実行

している。RT 法とは別に、pseudo-bending 法によりあらかじめ仮想震源と観測点間の

走時を計算した走時表（Travel-time Table）を整備しておき、震源位置を探索する際

にはその情報を活用することで計算時間の短縮を行う方法もある。この方法では走時

表を用いることから、TT 法と呼ぶこととする。また、NonLinLoc と呼ばれる震源決定

のためのソフトウエアパッケージが公開され、世界中で広く使われている 16)。この方

法は、３Ｄ構造モデルから有限差分近似を用いてあらかじめ震源と観測点間の走時を

求めておき、この走時情報を用いた非線形探索法により震源位置を求めるものである。

この方法を以下では NL 法と呼ぶこととする。今年度構築する自動震源決定処理システ

ムには、これら３種類の方法を実装することとした。 

前述の通り、３Ｄ構造モデルが複雑になるにつれ、波線経路を求めるための計算量

が膨大になったり、計算が不安定に陥ったりすることが危惧される。このような課題

に対処するため、pseudo-bending 法等の近似的な解法が提案されてきた。一方、複雑

な構造モデルに対しても適用可能な地震波波線計算法として最短経路法が知られてい

る。この方法は、得られた波線経路が局所解に陥らないこと、異方性媒質に簡単に適



 

21 
 

用できることなどの特徴があるが、膨大な計算時間を要するという欠点があった。最

近、最短経路法をもとにした効率的な地震波波線計算方法が開発され、計算時間の大

幅短縮が実現した 17)。本研究では、研究の進展に伴って更新される３Ｄ構造モデルに

あわせて波線・走時計算結果の更新を行う必要があり、効率的かつ安定的に走時を計

算する環境の整備は必須である。自動処理震源決定システムの構築にあたっては、３

Ｄ構造モデル、あるいは構造モデルに基づく走時情報の更新が容易であり、モデルや

走時表を更新してもシステムの安定性が阻害されないことを念頭にした設計としてい

る。次年度以降、最短経路法によって求めた走時表を TT 法に実装することで、複雑な

地下構造が震源決定に与える影響を検討することも重要となる。 

 

2) 自動震源決定処理システムの構築 

今年度構築した自動震源決定処理システムでは、前節で調査した既存３手法に基づ

くプログラムを稼働させる仕組みを根幹とし、震源計算に用いる３Ｄ構造モデルや計

算パラメータ等は容易に入れ替えられる構成とした。各アルゴリズムや計算パラメー

タ等の性能比較を容易にするため、計算方法や設定したパラメータごとに仮想サーバ

（サブシステム）を立て、それぞれの計算が独立に動作する環境を構築した。構築し

たシステム（以下、本システム）の概略構成を図２－１－②－１に示す。 

防災科研 Hi-net では、日本全国から収集した観測波計データを逐次処理し、イベン

トの自動検出、Ｐ波、Ｓ波到着時刻の検測、１Ｄ構造モデルを用いた震源決定処理を

行い、その結果をデータベース（DB）に保存している。また、震源位置に関する情報

等が DB に登録された際に、そのイベント情報に１：１で紐付くインデックス（ID）情

報を含んだ電文を発報している。本システムは、この電文を受信すると、ID に紐付く

震源情報を Hi-net の DB から自動取得する。当該イベントが、南海トラフ及びその周

辺で発生した地震である場合、Hi-net DB から検測値情報を取得するとともに、Hi-net

震源情報や検測値情報、観測点情報を記した共通入力データを作成し、各サブシステ

ムに引き渡す。各サブシステムから得られた処理結果は、後述する RDB システムに保

存される。 

システム全体を効率的に管理するためには、通常、複数のサブシステムの操作性や

入出力データの形式は統一しておくことが望ましい。一方、今回採用した震源決定シ

ステムは、様々な環境下で豊富な動作実績を有している。データ入出力部分だけであ

ってもプログラムの改変を行うことは、相応の作業量が生じるだけでなく、不具合の

混入とそれに伴うシステム全体の不安定化に繋がる可能性が否定出来ないため、各震

源決定プログラム本体は既存のものをそのまま活用することを原則とした。各サブシ

ステムで必要な情報を１ファイルにまとめた形式を定め、そのファイルを各サブシス

テムで採用している震源決定プログラムへの入力ファイルに即した形式となるように

変換するプログラムを新に作成した。出力ファイルについても同様の考えのもと、共

通ファイルに変換した後に RDB に登録する形式とした。 

各サブシステムは、過去のデータを手動で解析する目的でも使用出来る。その場合

の入力方法のひとつとして、Hi-net の既存 DB に登録されているイベントの ID を指定

する方法を用意した。この場合は、自動起動時と同様、ID に紐付くイベント情報を
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Hi-net の DB から取得し、共通入力データを作成、各サブシステムに転送する。この

他、初期震源や検測値情報を入力データとして直接作成し、使用することも可能とし

た。この機能を導入したことにより、Hi-net システムで検知されなかったイベントが

ある場合でも３Ｄ構造モデルを用いた震源計算が実施可能となる。 
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図２－１－②－１ ３Ｄ構造モデルを用いた自動震源決定システムの概略構成図。本研究

で新たに構築した部分を実線枠で、本システムと連携する既存システムなどは破線枠で示

した。 

 

3) RDB の構築 

各サブシステムで求められた震源計算結果（以下、３Ｄ震源カタログ）は、今後、

その決定位置や震源計算に要する時間などの評価ならびに地震活動そのものの評価に

用いる。最終的には数十年にわたる３Ｄ震源カタログを構築するとともに、その情報

を対象とした様々な解析や評価に資するため、震源カタログの検索や抽出が効率的に

実施できることは極めて重要である。また、各サブシステムで得られた３Ｄ震源カタ

ログの性能評価、あるいは地震活動状況の評価を行う場合、他のシステムで決められ

た震源情報やスロー地震等、関連する他の事象との時空間的な比較検討が必須となる。

そこで、各サブシステムの出力結果ならびに関連する各種情報を、全て RDB 上のテー

ブルに保存することとした。RDB として、オープンソースの RDB 管理システムである

PostgreSQL を採用した。 

まず、各サブシステムで得られた震源情報や計算に用いた検測値情報等を保存する

RDB（以下、3D-DB）を構築した。本 DB に対して、ユーザーから高負荷な検索を受ける

ことで、新たな３Ｄ震源カタログの登録に支障が出ることは避ける必要がある。そこ

で、この 3D-DB は計算結果の保存を主要な目的とし、ユーザーが検索等に用いる参照

用の DB（以下、RefDB）を別途構築した。RefDB は、様々な震源カタログを比較検討す

ることを目的とし、震源要素のみを登録することで軽量化を行った。表２－１－②－
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１、表２－１－②－２に、3D-DB に登録したデータの例及び RefDB に登録したデータ

を、それぞれ示す。 

表２－１－②－１ 3D-DB に登録したデータの例 

登録データ種別 主な登録情報 

震源要素 ID 

震源時／震源時誤差 

震央緯度／南北誤差 

震央経度／東西誤差 

震源深さ／深さ誤差 

O-C 標準誤差 

観測点数 

Ｐ位相使用数 

Ｓ位相使用数 

振幅マグニチュード 

更新日付 

位相情報 ID 

観測点コード 

位相区分（Ｐ/Ｓ） 

O-C 値 

Ｐ初動極性 

最大振幅 

到着時／読み取り誤差幅 

 

表２－１－②－２ RefDB に登録したデータ 

データ種別 データ内容 備考 

３Ｄ震源カタログ ３Ｄ構造モデルによる

震源要素（本研究） 

逐次更新 

Hi-net 震源カタログ １Ｄ構造モデルによる

震源要素と初動解 

自動更新（1 時間 1 回） 

F-net MT 解カタログ １Ｄ構造モデルによる

MT 解 

自動更新（１時間１回） 

気象庁一元化震源カタログ １Ｄ構造モデルによる

震源要素と初動解 

自動更新（１日１回） 

日本全国高分解能再決定震

源カタログ 18) 

Double-Difference 法 19)

による震源要素 

2001 年～2012 年 M≤6.5 

深さ 40 km 以浅 

深部低周波微動カタログ 20) ハイブリッド法による

震央位置カタログ 21),22) 

手動更新 
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4) 自動震源決定システム試験運用結果 

図２－１－②－２は、今年度導入した３つのサブシステムにより自動的に求められ

た３Ｄ震源カタログと、同期間の防災科研 Hi-net による自動処理震源カタログの比較

結果を表す。両カタログ間において、同一の地震による情報を実線で結ぶとともに、

３Ｄ震源カタログについては、震源位置を表す丸印を黒線で縁取って示した。初期震

源として用いた１Ｄ構造モデルによる震源位置と３Ｄ震源カタログを比較すると、特

に NL 法のトラフ軸周辺の地震でやや差違が目立つ傾向がある。ただし、各図は、各サ

ブシステムが動作確認期間中に取得した限られた期間のデータであり、計算に用いて

いる３Ｄ構造モデルは、それぞれのサブシステムで稼働実績がある仮のモデルである

ことに注意が必要である。 

図２－１－②－２に示す通り、今年度、各サブシステムが問題無く稼働することを

確認することが出来た。次年度以降、既存３Ｄ構造モデルを各サブシステムに反映さ

せる仕組みを構築し、自動処理やオフライン処理を実施することで、各サブシステム

の評価を進めていく予定である。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

南海トラフ及びその周辺域で発生する地震の活動状況を逐次的かつ適確に把握する

ためには、より現実に即した地震波速度構造を用い、自動的に震源位置の推定を行う必

要がある。本年度は、自動あるいは手動による検測値情報と１Ｄ構造モデルを用いて求

められた防災科研 Hi-net の震源情報を初期震源として、３Ｄ構造モデルを用いた震源

決定を実施するシステムの構築を行った。この際、震源決定アルゴリズムとして、既に

提案されている複数の方法を適用することで、その計算速度や安定性を評価出来る仕組

みを導入した。また、全ての震源計算結果は、１Ｄ構造モデルを用いて求められた複数

の震源カタログと併せて RDB に登録し、震源計算結果の評価やカタログ活用の利便性向

上を図った。 

本年度構築した震源決定システムでは、各サブシステムで稼働実績のある３Ｄ構造モ

デル、あるいは走時情報を仮に用いた。今後は本業務で構築するマルチパラメータ化し

た高精度な３Ｄ構造モデルを容易に各サブシステムに反映するための仕組みを構築す

る必要がある。高精度かつ高分解能な３Ｄ構造モデルが得られた場合に備え、より高速

かつ安定した波線経路計算を行うことも重要になるため、新たな方法として提案された

最短経路法に基づくアルゴリズムの導入も進める。さらに、構築した震源決定システム

や３Ｄ構造モデルの評価を行うためにはたくさんの地震の震源決定処理を行う必要が

ある。当面は既存３Ｄ構造モデルを用いて震源決定システムの評価を進めつつ、過去に

発生した地震の震源再決定を効率的に行うための方法を検討する。 
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図２－１－②－２ ３Ｄ構造モデルに基づく震源計算システムの試験稼働結果。３Ｄ震源

カタログと初期震源として用いた１Ｄ構造モデルによる Hi-net 震源との間を線で結んで

いる。また、３Ｄ震源カタログについては、シンボルを黒線で縁取って示している。図中

の太枠は、各サブシステムで、試験的に処理対象とした領域を表す。 
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